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後者の悲観的な

れている，農村

が実施されて以来，中国経済

た。その中で，中国の今後の

おいても，国際政治において

クや 年の上海万博までし

見方の中で，もっとも心配さ

の問題であろう。

は大きな成長を遂げ，世界経

成長に対する見方は様々であ

も世界大国化していくとする

かその成長は続かず，崩壊へ

れている要因の一つが，中国

済におけるプレゼンス

る。中国が今後も成長

見方もあれば， 年

向かうとの見方もある。

で「三農問題」と呼ば

「三農」とは

上と負担の軽減

とする研究者も

が導入され，各

などがその農民

いなどの土地の

で集団抗議や暴

，農業，農村，農民の問題を

を目指すものである。またこ

いる。 年代に人民公社体制

農家に土地の使用権が譲渡さ

の土地を不正に収用する，或

問題，そして農民に課される

動が発生していることは，日

指し，農業の振興，農村の経

れに都市への出 ぎ農民の問

から農家ごとに土地を請け負

れたが，経済発展が進む中で

いは収用した後の保証金が十

各種税以外の費用負担などへ

本のマスコミにも度々報道さ

済発展，農民所得の向

題を加え「四農」問題

わせる農家生産請負制

，地元政府，開発業者

分に農民に支払われな

の不満から，中国各地

れている。農民負担の

問題については

されているが，

など問題は多い

ども行われてい

もおきている。

点をあて，その

，「税費改革」と呼ばれる税

それによって財政収入が減少

。それに対応するべく行財政

る。またそれに加え，５階層

本論文では，「三農問題」の

観点から中国の政府階層のフ

の減免，費用負担の取り消し

する農村政府の財政をどのよ

改革が実施され農村政府の合

と多い政府階層自体を改革す

中でも特に農民に課される税

ラット化の議論について考察

などの取り組みが実施

うに支援して行くのか

併，人員のリストラな

るべきであるとの議論

・費用負担の問題に焦

する。
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１．都

度改革と政府階層再編（高屋）

市―農村二元体制

〈都市―農

中国の都市

においては，

れ，農民は戸

ていたし，行

しかし，改革

村格差

―農村問題は古くて新しい問

農業部門は重工業化のための

籍制度により都市への移動を

政統治に関しても，後述する

開放政策が実施されると，ま

題である。 年の改革開放

資本創出のために，安い食

制限されるなど，都市住民

ように都市系列と農村系列

ず農村改革が行われ，農産

政策採択以前の人民公社期

糧と経済作物提供を強いら

に比べ一段低い扱いを受け

の二元体制がとられていた。

物買付価格の引上げ，農家

生産請負制

を農民に与え

と農村の経済

しかし，

農村の経済格

都市人口は増

略をとった

市近郊の，従

（土地を農家ごとに請け負わせ，

る制度）の導入，人民公社の解

格差は縮小した（図１参照）。

年半ば以降改革の主体が都市

差は拡大し始めた。一方，人

加したが，政府は大都市の人

（「小城鎮」建設）。都市化の進

来都市とは別の管轄であった

請負契約にもとづいて農産物を

体などにより農民の生活は

部門に移ると，図１にも明

民公社解体後，農村から都

口増加を抑制するため，地

んだ県（主に農村部門）を市に

県を都市の管轄とし，都市

国家に納めた後の残余支配権

大きく変化，向上し，都市

らかなように，再び都市と

市部への出 ぎが増加し，

方の小都市を発展させる戦

昇格させる，或いは大都

部と一体化した開発が行え

るようにする

依然として農

とどめられる

担（後述）を

とは難しく，

図１

など，行政統治の都市・農村

村住民は戸籍制度により，大

か，あるいはインフォーマル

課され，都市へ出 ぎに出て

子弟の教育についても，出

都市農村収入格差

系列の二元体制を改革する

都市への移住の自由は制限

に都市へ移動するしかない

も都市住民同様の社会保障や

ぎ先地域の学校に通わせる

動きも見られる。しかし，

されており，貧しい農村に

。農村にとどまれば農民負

行政サービスを受けるこ

ことができず「民工」学校

注

出所

） 都市可支配収入 総収入 所得税
税費支出 生産固定資産減却 調査補

）『中国統計年鑑』各年版より作成。

社会保障支出 補助，農村純収入 総収
助 農村外部の親戚友人への仕送り。

入 家庭経営費用支出

（ ）



と呼ばれる，地

での給与不払い

度々発生してい

立命館経済

元から出てきた教職員によっ

なども度々発生しており，そ

る。つまり，改革開放政策以

学（第 巻・第６号）

て運営される学校に通うしか

れを原因とした出 ぎ農民た

降も，都市―農村間の格差は

ない。また，出 ぎ先

ちの集団抗議，デモも

，制度や政策的「壁」

が形成する二元

採られつつある

そもそも，農

収によって賄わ

者やその家族に

楽施設の提供ま

「単位（職場）」

的構造により固定化されてい

ものの，依然として都市戸籍

村における社会福祉や行政サ

れ，公共事業についても農民

対して，食糧配給，住宅供給

でが「単位（職場）」を通し

による住宅供給はなくなり，

るのである。最近戸籍制度に

保持者と農村戸籍保持者の格

ービスは，人民公社期，農民

の労働拠出が利用されて来た

，教育，医療，年金等の社会

て行われていた。現在，食糧

医療・年金等の公的社会保障

関しては，緩和措置が

差は存在する。

による積立金や費用徴

。一方，都市では労働

サービス，さらには娯

配給制度は廃止され，

制度も整備されつつあ

る。しかし，農

ず行政経費や地

に農村部に位置

のインフラ整備

陸部農村では，

福祉の充実に必

補うため，農民

も，経済発展の

村部における社会保障制度の

元社会福祉のために，税以外

する中小企業である郷鎮企業

，社会福祉等に利用されたが

財政収入増加を期待できるよ

要な資金は集まらない。さら

に様々な費用負担が課された

条件が整っている沿海部の都

整備は遅れており，改革開放

にも積立金や様々な費用を徴

が台頭し，その郷鎮企業から

，企業が発達し市場化が促進

うな企業の発展は期待できず

には税収により恒常的行政経

。つまり，都市と農村間だけ

市近郊農村と内陸部農村の間

以後も農民は相変わら

収されて来た。 年代

得た財政収入は，地元

され得る状況にない内

，インフラ整備，社会

費すら賄えず，それを

でなく，同じ農村間で

で，所得や財政格差が

広がり，その結

いても格差が生

以上のように

制，社会保障，

して顕在化し，

しかし，国土が

慎重にならざる

果住民が享受できる社会サー

じた。

都市と農村間には制度や政策

経済・社会サービスの格差な

それに対応するべく政府は都

広大で人口が膨大な中国にと

を得ないし，経済格差を是正

ビスの格差も拡大し，そして

による見えざる「壁」が存在

ど多岐にわたる。このような

市―農村二元体制改善への取

って，移動を制限する戸籍制

するのも容易ではない。

負担する税や費用につ

し，その壁は戸籍，税

状況が「三農」問題と

組みを実施している。

度の改革はどうしても

〈行政統治の

ここで簡単に

くい。

まず直接中央

区（少数民族が

この下に，地

二元体制

中国の行政階層について述べ

の所管に属する最高レベルの

集居する地域）・直轄市（北京，

区レベルにあたる地級市・地

ておきたい。中国の行政区画

行政区画単位である一級行政

上海，天津，重慶）がある。

区・自治州（少数民族集居地

は少々複雑でわかりに

区としては，省・自治

域）がある。地区は幾つ

かの県を管轄す

民警察院分院が

年からは市が

にあり，一部省

で取り上げる。

そしてその下

る区域とし，省の出先機関で

置かれる。地級市は，中心市

周辺の県を管轄する市轄県制

では地区がすでに廃止されて

が，県レベルである県級市・

ある行政公署が置かれ，併せ

街地の常住非農業人口が 万

度が推進され，地区が地級市

いる。このような行政階層の

県・自治県である。県は省の

て中級人民法院と省人

人以上の都市である。

に吸収合併される傾向

再編についてはまた後

下における基本的な行

（ ）



中国の財政制

図２
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中国の行政区画

注）

出所）

政区画単位で

広く，交通が

県は歴史的に

県よりも都市

実践は人民代表大会及び人民政府が設置
置かれ，一つの行政レベルを構成しない
（都市部），村民委員会（農村部）は自治
天児 ，石原享一，朱建栄，辻康吾，菱

，省の下，あるいは地区や地

不便である場合は，県と郷の

は中央権力の及ぶ末端行政組

化した区域で設けられる，中

され，一つの行政レベルを構成する。点
。盟と旗は内モンゴル自治区のみに設
組織。数字は区画数（ 年）。 は
田雅晴，村田雄二郎編（ ） 頁に

級市の下に設置され，郷や

間に区を設け，県政府の出

織であり，中央と基層を結

心市街地の常住非農業人口

線は上級政府の出先機関が
置されている。居民委員会
農村系列。
加筆し，作成した。

鎮を所轄する。管轄地域が

先機関として区公所を置く。

ぶ接点であった。県級市は

が６ 万までの都市であ

る。

そして最も

区や県級市の

派遣される幹

轄区域内の社

郷政府は農

より復活した

末端の行政組織が郷鎮レベル

派出機構で，都市部では最末

部は国家幹部である。市民の

会サービス提供から小規模な

村部における末端行政単位で

。上級機関である県政府の指

の，街道・郷・鎮・自治郷

端の行政機構である。街道

自治組織である居民委員会

工場の経営等にも携わって

，人民公社化により廃止さ

揮監督に服する。鎮も末端

である。街道は都市部での

弁事処が設置され，そこへ

を指導する役目を持ち，管

いる。

れたが，人民公社の解体に

行政単位の一つで，工商業

を中心とし，

は人口２万人

が 人以上

を市に変更す

郷・鎮の下

人民公社期に

人口が比較的集中している地

以上でそのうち非農業人口が

となっている。最近は鎮が発

る「廃県置市」が行われてい

には地理的概念としての自然

は生産大隊に組織されていた

域に設置される。設置基準

％以上，もしくは人口は

展し市の設置基準を満たせ

る。また郷を鎮へ変更する

村と，行政区画単位として

が，人民公社解体に伴い生

は県政府の所在地か，また

２万人以下だが非農業人口

ば，これを包括する県全体

場合も増えている。

の行政村がある。行政村は

産大隊も解体し，現在村ご

（ ）



とに住民自治組

末端レベルにお

員会の主任（村

立命館経済

織である村民委員会が設置さ

ける自治組織で，正式な行政

長）の直接選挙が実施されて

学（第 巻・第６号）

れている。村民委員会は都市

機構には含まれない。民主化

いる。村民委員会の任務は党

部の居民委員会と並び

の試みとして，村民委

・国家の政策・方針の

宣伝，村民の意

アップ，集団所

などの経営，軍

ど多岐にわたる

省・自治区・直

それ以外に，直

地級市―県・県

見・要求・建議の上級への

有の土地・財産の管理，保健

人家族の保護，治安維持，も

が，地域により実施状況はま

轄市―県・自治県・県級市・

轄市―市轄区（―街道）の２

級市―郷・鎮・（街道）の４階

伝達，各種合作（協同組合）経

・環境衛生事業，計画出産の

めごとの調停，道路を始めと

ちまちである。以上の地方行

市轄区―郷・民族郷・鎮の３

階層，直轄市―県―郷・鎮の

層などがある。

済組織の設立とバック

推進，託児所・養老院

する公共事業の実施な

政組織の階層としては，

階層が一般的であるが，

３階層，省・自治区―

このような行

ように，県を管

するようになっ

点については後

政階層は都市系列と農村系列

轄する地区が地級市に吸収さ

て来ている。このような改革

で述べる。

２．中国

に大まかに分けられているが

れ，その地級市（都市系列）

は都市―農村二元体制の改善

の財政制度改革

，最近では先に述べた

が県（農村系列）を管轄

の一環であろう。この

〈中国の財政

中国の財政制

制がとられてい

審査し，それぞ

それぞれのレベ

改革開放政策が

以降財政請負制

制度改革の変遷と予算外資金

度の変遷を簡単に紹介したい

た。これは，地方が集めた収

れ支給するという制度である

ルで財政管理を行う。「統収統支

始まるまでの比較的長い間実

が実施された。これは財政収

）
。中国では建国初期財政制度

入を一律に中央に収め，地方

。その後，「統一指導，分級

」に比べ地方へ財源と権限が委譲

施された。その後改革開放政

入を税目に基づいて中央収入

として「統収統支」体

の必要な支出は中央が

管理（統一的指導のもと，

された）」が導入され，

策が始まると， 年代

，地方収入，中央・地

方調節収入に区

り中央と地方の

助関係を結ぶの

したわけである

財政収入は改革

政の規模は，収

中国財政の特

分し，各地方レベル政府にそ

間（あるいは各地方レベル間で

である。このような改革によ

が，一方で国家財政，特に

開放当初の ％から 年に

入で ％，支出で ％（共

徴としてさらに特筆すべきは

れぞれ収支を請け負わせると

）請負契約を結び，それに基

り地方に権限と資金を配分し

中央財政規模が大きく縮小し

は ％にまで落ち込み，国

に 年）と縮小した。

，一般の税収などからなる予

いうものである。つま

づいて上納あるいは補

，地方の活性化を目指

た。 に占める国家

家財政に占める中央財

算内収入の他に予算外

資金や制度外収

点である。予算

意された資金で

の規模もさほど

した。これは，

改革により多く

入，行政機関関連組織の営業

外資金は中国建国初期から存

あった。計画経済期の「統収

大きくなく，補助的な地位で

改革により地方財政の独立採

の権限が中央から地方へ委譲

性収入，債務収入など多様な

在し，「特殊な」「専門的」需

統支」体制のもと，機動的な

あったが，改革開放政策以降

算制が高まったことによると

されたことにより地方政府の

収入ルートが存在する

要に対応するために用

資金として存在し，そ

その規模は急速に拡大

考えられるが，一方で，

支出責任は重くなり，

（ ）
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図３

度改革と政府階層再編（高屋）

予算外資金収入の推移

その予算内収

め地方政府・

たためである

する中，比較

収入の一部は

出所）『中国統計年鑑』『中国財政

入は基本的行政経費を賄うか

各部門は予算外資金を拡大し

。また，財源の豊かな地域で

的自由に使用できる予算外資

，地方債発行が禁じられてい

年間』各年版より作成。

，あるいはそれすら賄えな

，その行政経費やその他建

も，経済開発が活発化し，

金や制度外収入への需要を

るなかで，政府や政府各部

い場合が存在した。そのた

設性経費を賄う必要があっ

地域間での開発競争が激化

高めていった。特に制度外

門名義で社会から有償で資

金を集め，そ

いと言われる

の実施する基

制度外への転

支出拡張のた

によればこ

用した各地方

れを直接あるいは企業へ委託

。制度外収入は， 社会保険

本建設プロジェクトが独自に

換，各種の政府部門が「収入

めに調達した資金等である。

の種の収入は，財政請負制期

，政府部門の経済的行動は中

する形で運用しており，そ

制度改革のために調達した

調達した資金， 目的を持

創出」形式で形成した「小

これらの資金は透明性が低

には予算内収入の ％に

央政府のマクロ・コントロ

の性質はほぼ地方公債に近

社会保障資金， 地方政府

って行われる制度内資金の

金庫」収入， 郷鎮政府が

く，法的根拠も無い。推計

相当し，これら資金を利

ールをますます難しくした。

制度外収入は

でもある。こ

ては大まかな

図３は予算

技術革新資金

ついて，予算

年改革以後も

予算外資金とともに政府の乱

れら資金の統計資料は乏しく

データが得られる。

外資金の推移を示している。

，減価償却資金，特定目的資

外資金に計上されなくなり減

再び増加している。予算内財

開発，乱費，さらには腐敗

，実態を把握することは難

予算外資金は 年の改革に

金等の内部留保など各企業

少したが，それまで一貫し

政に対する割合は， 年に

や汚職につながり易い部分

しいが，予算外資金につい

より，地方政府所有企業の

が本来管理するべきものに

て増加しつづけ，さらに

％であったが， 年に

は ％に

理に関する決

養路（道路管

算内管理に組

家予算内収入

されていたが

まで拡大し， 年改革後 ％

定を出し，予算外資金の範囲

理・修繕）費，電力建設基金な

み入れた。それ以降予算外

比は 年で ％となって

，規定，規律に違反するもの

と縮小した。その後 年に国

を行政事業性の費用，基金

ど 項目の政府性基金や

資金の対 比は３ ４％程

いる。また制度外収入に関

ついては廃止・整理が実施

務院が再び予算外資金管

，その他付加徴収と決定し，

項目の行政性費用徴収を予

度で推移しており，対国

しても，様々な基金が設置

され，管理が強化されてい

（ ）
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図４ 予

学（第 巻・第６号）

算外資金支出構成

出

る。

また中央，地

前半は中央が６

しかし， 年

注） ， 年に予算外資金に関する改
されている。郷鎮自籌・統籌支出
含まれる。 年までのその他は統

所）『中国統計年鑑』『中国財政年鑑』

方別で見てみると，予算外資

割，地方が４割程度）が， 年

の改革後中央政府・部門の予

革が実施され，特に 年前後で支出項目
には郷鎮レベルでの基本建設支出，事業
計の項目にはなく，作成者が計算した。
各年版より作成。

金収入は中央のほうが地方

には中央が ％，地方が

算外資金が大きく減少し，

の分類が変更
行政経費等が

を上回っていた（ 年代

％となり拮抗した。

地方が ％，中央が

％となった

のような予算外

入が直接的，間

うとし，さらに

や資源使用量な

外資金徴収項目

成させるために

。現在予算外資金の ％以上

資金の拡張は悪循環を生んで

接的に圧迫され，ますます地

予算内収入を圧迫することに

どによって徴収されるが，こ

の徴収対象や範囲は税と重複

，税収を予算外へ転換してし

が，地方政府や地方の各部門

いる。つまり，予算外資金の

方政府・各部門は予算外資金

なるのである。例えば，多く

れらは税を納める前に徴収さ

しており，一部地方では予算

まう場合もある
）

収入となっている。こ

膨張により，予算内収

によりその不足を補お

の費用は企業の売上高

れる。また多くの予算

外資金の徴収任務を完

次に，予算外

項目が変化して

資，都市維持費支

事業行政経費支出

ている。 年で

ている。

このように，

資金の使途について，図４に

いることやその他の金額が大

出，事業行政経費支出，その他

，郷鎮自籌・統籌支出
）
，その他

は基本建設支出に多く使用さ

予算内財政の権限拡大もさる

示した。 年の改革により，

きいため，比較がしにくいが

， 年以降は基本建設支出，都

）， 年まで支出の多くが固定

れており，その後事業行政経

ことながら，予算外資金の存

統計で分類される支出

（ 年以前は固定資産投

市維持費支出，専項支出，

資産投資支出に使われ

費支出が大部分を占め

在が地方政府の行動や

財政制度改革に

限は拡大した。

方法が多数存在

されたこと，そ

体が制度化され

政府への上納を

大きく影響している。確かに

しかし，その権限は限られた

し，バーゲニングにより中央

の請負期間が短かったこと，

ていなかったことなどから，

増加させられる可能性があり

財政請負制の導入により，地

ものであり，また，財政請負

と地方（あるいは各地方レベル

請負制実施期間中も度々制度

予算内財政を増大することは

，地方政府の税収インセンテ

方政府の予算内財政権

制は各地域により請負

）間の財源配分が決定

が改革され財政制度自

，事後的に中央・上級

ィブは低く抑えられた。

（ ）



一方で，地方

地方政府の行

任となってい

中国の財政制

政府は激しい開発競争にさら

政人員の賃金水準は中央政府

るが，予算外資金の一部は政

度改革と政府階層再編（高屋）

されており，開発のための

により決定され，その賃金

府幹部のボーナスや給与に

資金が必要である。さらに，

を支払うのは地方政府の責

使用されており，予算外資

金と地方政

（さらにはそれ

のこの予算

よる地方政府

を果たしたが

財政資金を中

年より分税制

府幹部の収入がリンクしてい

以外の制度外収入）による資金

外資金（や制度外収入）の存在

の経済的権限拡大とあいまっ

，一方で財政資金を分散化さ

央へ集中させるため，予算外

が導入された。分税制の基本

た。よって地方政府は，予算

増大を望むようになったので

と，制度化されていない財政

て，地方政府の経済発展や

せてしまったのである。こ

や制度外資金の管理強化・

的改革の枠組みは，第１に

内財政よりも予算外資金

ある。つまり，中国独特

制度は，経済体制改革に

地域開発を後押しする役割

のように分散してしまった

改革を実施すると共に，

中央・地方政府間の事務権

を区分し，第

第３に徴税機

る割合を ％

比は

で高まってい

２に税制改革を行うとともに

構を中央と地方で分離するこ

にまで引き上げることが目指

年には ％にまで上昇し

る。

３．

税目ごとに中央と地方の財

とであり，これによって中

された。この改革と徴税努

，国家財政に占める中央財政

農村財政の問題点

政収入を再度区分すること，

央政府の全財政収入に占め

力により国家財政収入の対

収入の規模も ％にま

以上のよう

問題点につい

第１に，予

政府と上納・

行政経費をも

合っている場

な財政制度改革の中で，農村

て指摘したい
）
。

算内財政資金の配分において

補助関係が結ばれているか，

とに決められた基数を越える

合が多い。つまり，収入によ

財政の現状は一体どのよう

年以後も分税制がきちん

税目のほとんどが県レベル

部分については，交渉によ

って支出が規定されると言

なものなのか？ 以下その

と実施されておらず，上級

財政と共有され，経常的な

り決定された配分率で分け

うよりも，支出によってあ

る程度その収

見える。しか

あるいは中央

補助か予算外

による部分で

の格差は大き

きく影響する

入が規定されており，予算内

し，一部の給与に関して，県

財政からの財政移転を受けて

・自己調達資金で賄われてい

あり，地域格差の大きい中国

い。農村基層政府である郷鎮

と考えられるが，郷鎮企業

財政支出はその収入によっ

からや郷鎮予算外・自己調

いる。その他公共・公益事

る。この予算外・自己調達

ではその資金が潤沢にある

政府では，郷鎮企業を中心

の分布，経営状況，業種など

てほぼ賄われているように

達資金から支給されるか，

業の多くも上級政府からの

資金はその地域の自助努力

地域と，そうでない地域と

とする地元企業の存在が大

は地域的に偏っており（東

部沿海地域に

発展し資金が

ている地域で

のである。

先にも述べ

農村の社会福

偏っている），そのため予算外

潤沢にある地域ではその経済

は，必要な資金を集めるため

たように，そもそも中国では

利・衛生・教育などの公共サ

・自己調達資金も地域的に格

・生活環境は向上していく

に農民に重い費用負担を課

都市系列と農村系列と言う

ービスは人民公社や生産大

差が生じている。経済が

が，一方で経済発展が遅れ

さざるをえない状況にある

行政統治の二元構造の下，

隊での費用徴収，積立金な

（ ）



どで賄われてき

家は税金を納め

困家庭への補助・

立命館経済

たし，それら費用負担や労働

るほかに，郷鎮統籌（郷鎮レ

民兵訓練・道路建設など公益事

学（第 巻・第６号）

拠出などは現在に至るまで農

ベルで徴収，使用される「五項

業に関する費用徴収。以下郷鎮

民に課されてきた。農

統籌（教育・計画出産・貧

統籌）」），村提留（村の収

入となる「三項

の他費用を納め

安徽省では農民

種類を取り消

ていたのである

われている。黄

公共・公益事業

提留（公積金・公益金・行政管理

，さらに水利灌漑など農業生

負担改革により，農民に課さ

したとしている。つまり，そ

。その他に「隠性」費用と呼

麗敏（ ）は農村において

を推進するためのこの制度を

費。以下村提留）」），その他規

産整備のための労働拠出が課

れていた費用徴収，資金募集

れまでそれだけの様々な費用

ばれる，規定に反した費用徴

農家自身の出資で国家が提供

ある程度評価しているものの

定に従い批准されたそ

されているのである。

，政府性基金など実に

や割当が農民に課され

収も行われていると言

し得ない最小限必要な

，その結果農業が増産

しても農家の収

重いものとなっ

しくは対立関係

表１は所得階

から明らかなよ

であり，貧しい

らに経済発展が

政収入に乏しく

入が増えない，あるいは経済

ていることを指摘し，「農家

が無視できないほど深刻化し

層と農民税負担率を示してい

うに，農民の税負担は明らか

農民ほどその負担が重くなっ

遅れており住民所得の低い地

，その不足を税に加え農民に

的に遅れをとっている内陸部

と地方幹部，農民と国家の間

ている」と述べている。

る。この表

に逆累進的

ている。さ

域ほど，財

対して様々

農村でのこれら負担が

にある種の緊張関係も

表１

な費用，割当負

らに農民負担は

ている地域にお

府所有企業が民

少することが予

ろう。

例えば，湖北

担を強いることで賄おうとす

逆累進的になるであろう。経

いても，企業の所有改革が進

営化される中，企業からの利

想されるため，今後財政バラ

省では 年に の県が赤字で

るため，さ

済が発展し

められ，政

潤上納が減

ンスをどのようにとって行く

，その総額は 億元にのぼ

のかは重要な課題であ

る。最も多い県では赤

字が 万元で

える県が４ヶ所

であった。

中国では予算法

「假平衡，真赤

を抱えているケ

伴うものや，無

，当該政府の可処分財政収

あった
）
。そして 年全国郷

年末には負債総額は 億元

により地方政府は財政赤字を

字」と言われるように，帳簿

ースが存在する。基層政府が

理な投資や財政収入不足を補

入の ％，その他赤字が可処

鎮政府負債総額は 億元で

前後に達しているとされてい

出すこと，公債を発行するこ

上は財政バランスが取れてい

抱える負債の多くは，農村合

うための銀行，農村信用社，

分財政収入の ％を越

，郷鎮政府平均 万元

る（農業部予測
）
）。また，

とが禁じられているが，

るが，実は多くの赤字

作基金会の営業停止
）
に

合作基金会や上級部門

からの資金借入

務利払いの増加

題を重く見た中

両級政府の不良

んでいる。

第２に，予算

れ，公務員給与の遅配・欠配

につながり，一層基層政府財

央政府は，国務院弁公庁より

債務を徹底的に処理することに関

内での配分方法がそれまでの

などによるものである。この

政に重くのしかかっている。

「関於徹底清理郷村政府両

する通知）」を 年に出し，債

実績をもとに度々変更される

ような債務の増加は債

農村基層政府の債務問

級不良債務的通知（郷村

務問題の解決に取り組

ため，基数を増加させ

（ ）

表１ 年所得階層と農

所 得

元
元
元
元

民税

負担

元

注） 農民に課されている費用，
れていないようである。こ
実際の負担率はさらに高く

割当な
れらを
なるだ

負担率

率

どは含ま
含めると
ろう。

出所） （ ）



ようと無駄な

あるため徴税

が多数存在し

中国の財政制

支出を増加させる，または税

インセンティブが低く抑えら

，またその徴収を請負ってい

度改革と政府階層再編（高屋）

収を増やすと上級への配分

れていると考えられる。さ

る部門は上級部門との関係

比率が増やされる可能性も

らに徴税・費用徴収ルート

が強く郷鎮政府としてのま

とまりよりも

の境界はあい

第３に，経

加させている

年に人民

万人（退

人にのぼ

部門利益を重視しがちである

まいで複雑である。

済体制改革が進むにつれ部局

。人民公社以前の人員数は

公社が解体して以降さらに増

職者 万人を除く。うち党政機

る
）
。

。人事・業務関係で見ても

・機関が膨張し，行政人員

人程度であったものが，人

加している
）
。現在全国で郷鎮

関人員は 万人で各郷鎮平均

，県レベル政府と郷鎮政府

の数も増え，行政経費を増

民公社期には 人に，

政府が養っている人員は

人），各郷鎮平均人員数は

第４に，農

の高度化をは

いる。農民一

ており
）
，この

で遅れている

するにあたり

されるのか。

調達資金への

村地域に「小城鎮（小都市）」

かり，農民収入を増加させ，

人当りの所得の地域格差は非

ような改革は農村住民の所得

社会保障の整備や，義務教育

郷鎮政府財政の果たす役割は

一部の豊かな地域を除き郷鎮

依存につながり，農民負担の

を建設し，工商業を発展さ

都市―農村間の経済格差を

農業部門の収入機会の格差

向上に対し重要な課題とな

制度の普及も目指されてい

小さくない。しかしそれに

財政は決して豊かとは言え

増加は避けられない。 年

せ，農村の産業・就業構造

縮小することが目指されて

から生じていると考えられ

っている。さらに農村地域

る。このような政策を実施

必要な資金はどこから捻出

ない。結局は予算外・自己

代に入り，農民負担の軽減

を目指し税費

タを見る限り

用徴収が行わ

つまり，郷

持つ一方で，

そもそも税収

住民から徴収

改革が行われ，農民負担の抑

さほど農民負担が増えている

れているとも言われており，

鎮政府は人事・業務関係さら

予算外・自己調達資金等の自

が見込める地域は，経済が発

しやすい。そしてその潤沢な

制に関してさまざまな政策

ようには見えないが，デー

さらなる抜本的な解決策が

に財政機構・制度などから

助努力的資金により地域の

展しており，予算外・自己

資金を背景に，企業支援，

が出されているため，デー

タに表れない「隠性」の費

必要であると考える。

県政府の出先機関的性格を

公益事業を行っているが，

調達資金も企業を始め地域

インフラ整備を積極的に行

なうなど，発

上海市郊外

実に増加して

で最も割合の

経済発展への

省の農業を

政府から給与

展競争を繰り広げてきたので

の 鎮のケースにあたるであ

おり，全支出に占める割合

高い集鎮建設は，ヒアリング

取組みが行われていると言

主とする 郷では，発展競争

支払いに関する財政移転を受

ある。これは筆者が数度に

ろう。 鎮の建設性経費を見

は上昇している（ 年の ％

によると，商業施設の整備

えよう。これに対し張暁冰（

を繰り広げるだけの財政的余

け，さらには債務返済に苦

わたって現地調査を行った

てみると，その支出は着

から 年の ％）。その中

などが含まれており，地域

）が分析している湖北

裕は見られず，逆に中央

しんでいるのである。

このような

本的社会サー

生や教育状況

療人員の状況

では貴州，安

粛，雲南など

地域的格差は経済発展だけで

ビスである医療衛生と教育

の省別ランキングを示してい

を，教育サービスの格差の結

徽，河南，江西，湖北，湖南

の西部地域，少数民族地域が

なく，住民が受ける社会的

の状況を見てみよう。表２は

る。医療衛生サービス格差

果として文盲率の状況を利

などの中部地域，そして，

ベッド当りの人口数，医療

サービスにも影響する。基

一人当り と，医療衛

の結果としてベッド数と医

用した。まず医療，衛生面

重慶，四川，チベット，甘

人員当りの人口数が多く，

（ ）
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整備状況におい

ている地域があ

つ。また都市と

率で，多いとこ

医療衛生共にそ

て全国平均を下回っている。

るが（山東，浙江，海南等），

農村の間にも大きな格差が存

ろで青海，甘粛，寧夏などで

の他の設備面のデータが入手

文盲率では沿海部でも一部地

それ以外はやはり内陸地域で

在している。全国平均で農村

は，農村文盲率が都市の約３

できなかったので，比較がで

域で全国平均を上回っ

の文盲率の高さが目立

は都市の約２倍の文盲

倍となっている。教育，

きないが，恐らくその

（ ）

一人当り （元）
人口／

貴州 貴州

甘粛 広西

広西 安徽

表

ベット

２

雲南 重慶

陜西 河南

省別医療衛生，教育状況

医療衛生

数 人口／医療人員数

貴州 チベット

安徽 青海

雲南 甘粛

重慶 貴州

広西 寧夏

全体

文盲率（％）

都市 農村 年

四川 湖南

寧夏 福建

安徽 江西

江西 四川

チベット 湖北

山西 雲南

重慶 海南

青海 チベット

河南 広東

四川 雲南

江西 安徽

河南 内蒙古

福建 山東

甘粛 四川

湖南 陜西

チベット 福建

河北 湖北

山東 浙江

湖南 甘粛

内蒙古 江蘇

海南 山東

全国 全国

湖北 寧夏

吉林 河北

新疆 浙江

河北 陜西

全国 海南

江蘇 重慶

広東 全国

浙江 河北

湖北 江蘇

青海 河南

寧夏 新疆

海南 上海

黒龍江 内蒙古

山東 青海

寧 黒龍江

福建 山西

江蘇 吉林

広東 新疆

浙江 天津

天津 寧

陜西 江西

山西 黒龍江

内蒙古 天津

黒龍江 寧

新疆 湖南

吉林 吉林

寧 北京

天津 山西

北京 上海

上海 北京

注） 一人当り と人口 ベッ
全体，都市，農村別のデー

出所）『中国統計年鑑』 年，

ド数
タは
年

上海 広東

北京 広西

，人口 医療人員数（医師・衛生
年のものである。文盲率の

版より作成。

技術員
年のデ

，看護士）は 年，文盲率の
ータは，文盲・半文盲。

全国

全国

全国 全国



他設備面でも

村では，度々

いは学校の運

中国の財政制

沿海地域と内陸地域の間に格

報道されるように，老朽化し

営費を賄うため，学内で児童

度改革と政府階層再編（高屋）

差が存在すると推察される

危険な校舎の建て替えに必

に労働をさせているケース

。例えば，貧しい内陸部農

要な資金がないため，ある

があり，問題となっている。

年に制

関し国家によ

鎮あるいは村

められている

する）」とさ

は，財政資金

点的に支援す

定された「義務教育法」（義務

る教育事業費支出と基本建設

レベルで資金を集め運営する

。管理方法としても「地方

れており，主に基層政府が責

を主とし，その他教育専項資

ること，そして地方で教育付

教育は小学校６年間と初級中学

投資を明記しているが，校

こと，また貧困学生に対す

負責，分級管理（地方が責任を

任を持つこととなっている。

金を設立し，貧困地区・少

加費を徴収し使用すること

３年間）では，義務教育に

舎建設と学費に関しては郷

る支援を行うことなどが定

持ち，政府レベルごとに管理

また 年の「教育法」で

数民族地区の義務教育を重

などが定められているが，

初等教育の校

行うとされて

いる。このよ

めには基層地

増加させるか

育に関しては

ルへ移す方針

この改革だけ

舎建設や学費に関しては，県

おり，やはり義務教育負担は

うに経済的な格差以外にも社

方政府の支出責任を軽減し，

，財政移転制度を整備し社会

，後で述べるように 年に

が出されているが，県レベル

では根本的解決につながると

レベル人民政府の批准を経

基層政府財政に重くのしか

会サービス面での格差が存

さらに上級政府，中央政府

サービスの平均化を進める

郷鎮政府レベルでの義務教

自体も内陸部を中心に財政

は思えない。

て郷鎮政府が資金を集めて

かり，地域的格差を生んで

在しており，格差是正のた

の社会サービス関連支出を

ことが必要である。義務教

育支出負担を減らし県レベ

資金不足に苦しんでおり，

年より

ル地方政府所

た）と個人所

と個人所得税

証する。

れ以降につい

これにより増

地方税に分類されていた企

管企業の所得税はそれぞれの地方

得税を，中央・地方調節税に

については中央，地方で ％

年は６ ４の比率で分け，同

ての配分比率は実情を見て決

加した中央財政収入は，主に

業所得税（企業所得税は所管関

政府，中央政府所管企業の所得

分類する改革方案が実施され

ずつ分け合うが， 年を

様に 年を基準として地

定することとなった（ ，

地域格差縮小のために使用

係によって配分され，各レベ

税は中央政府収入となってい

た。 年の企業所得税

基礎として，地方収入を保

方の税収分を保証する。そ

年は同様６ ４）。また，

することとしている。この

改革に伴い

管理体制の整

業所得税の配

府財政の運営

標を，公務員

県レベル，郷

政府の支出責

国務院は，財政部による「関

備に関する問題についての意見

分方式が企業の公平な競争を

を困難に陥れているとして，

給与の保証，基層政権の正常

鎮レベル政府の財政を強化す

任を明確にするとしているが

於完善省以下財政管理体制有

）」を批准した。この意見では

阻害し，地域間の財政力格

省以下財政管理の整備を目

な運営，地域間の財政力格

ることを目指すとしている

，上級地方政府が担うべき

関問題的意見（省以下財政

，企業所属関係による企

差を拡大させ，一部基層政

指すとともに，特にその目

差縮小に置き，財政困難な

。そのためにまず各レベル

責任を県，郷鎮政府に転嫁

してはならな

鎮政府に移転

鎮政府の能力

わっている。

収入の配分

財政収入に占

いとか，上級政府が県，郷鎮

しなければならないとし，共

などを勘案し，合理的な負担

についても，「各レベル政府

める各レベル政府収入の比重

政府に委託した事業に関し

同事務に関しても，その事

比率を確定するべきだ，な

の財政支出責任と収入分布の

を合理的に確定する」こと

ては，必要な資金を県，郷

業から受ける利益，県や郷

どといった曖昧な指摘に終

構成にもとづいて，全省

とし，省以下の一人当り財

（ ）



政力格差の小さ

の安定を図り，

地域では，逆に
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省，市の収入比重を高め，そ
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の財政収入比重を適度に低下

出すべきであると述べている

れによって増加した収入は県

させ，基層財政の収入

。財政力格差の大きな

，郷鎮レベル政府への

財政移転に使用

財政管理体制を

の規範的制度を

改革）を推進し

郷鎮政府の財政

布の差が大きい

するべきだとし

し，地区間の財政力格差の是

整備するために，「税目にも

採用し，企業の所属関係によ

，現代企業制度を確立するた

収入安定のために，年度ごと

税目は省，市レベルの財政収

ている。これは，省以下財政

正に努めるべきであるとして

とづいた，あるいは比例にも

る収入配分方式を打破し，

めの条件を創り出す」ことを

の収入に増減が大きく，流動

入に配分するかあるいは省，

制度の整備，特に基層政府財

いる。さらに，省以下

とづいた収入配分など

企業の改組改制（所有権

謳っている。また県，

性が高く，地区間の分

市レベルの共有収入と

政の整備と各省内にお

ける地域格差是

る収入と支出責

が待たれる。

以上では，郷

など基本的な社

渡っていること

算外・自己調達

てしまっている

正の重要性を主張している点

任の配分について，基本的な

鎮政府レベル財政の問題点を

会サービス提供から地元地域

，そしてその一方で予算内財

資金への依存が高いため，経

。豊かな地域では郷鎮政府は

で重要な「意見」ではあるが

方針，指針を示したにすぎず

見てきたが，郷鎮政府レベル

の経済発展に関する支出まで

政力の地域格差が大きく，自

済格差や社会サービス格差が

積極的に地元開発，企業支援

，各レベル政府におけ

，具体的な施策の制定

では医療・衛生や教育

その支出責任は多岐に

助努力的資金である予

固定化あるいは拡大し

を行い，経済発展に貢

献し，そしてそ

くという好循環

な好循環を産む

様々な費用徴収

展戦略が本格化

「三農」問題と

る税や費用徴収

れによって増加した財政収入

を生んだと言えよう。しかし

ことができず，不足する財政

を行ったりして問題となって

すると，この農民負担問題は

して政府の重要な改革課題と

の改革を進め，農民の所得向

を再び地元開発あるいは社会

，経済発展が遅れている内陸

資金を補うために債務を増加

いる。 年代後半，特に

，農業分野の不振，農民所得

なっている。政府は農業振興

上を目指すとともに，税・費

サービスに投入してい

部農村では，そのよう

させたり，農民に対し

年以降，地域間協調発

の伸び悩みとともに，

とともに，農村におけ

用改革に伴い減少する

財政収入に対応

して，都市―農

革へも着手しよ

どのような改革

するべく，行政人員のリスト

村格差是正の一環として，中

うとしている。以下では，以

が必要なのかを考察する。

４．農民負担

ラ・部局の整理などの行政改

国で長い間実施されてきた都

上のような改革の状況と，そ

の軽減と行政合理化

革を実施している。そ

市―農村二元体制の改

の問題点，そして今後

〈税費改革

年に国務院

以降，農民負担

法規により定め

ないと定められ

が発した「農民承担費用和

に関する改革が加速した
）
。こ

られた郷鎮統籌，村提留，労

た。郷鎮統籌と村提留の合計

労務管理条例（農民が負担する

れにより納税と政府への農産

働拠出およびその他費用以外

は原則として前年農民平均純

費用と労務の管理条例）」

物の契約販売，法律や

は農民に課してはなら

収入の５％を越えては

（ ）
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ならないとさ

務付けられて

けられた。義

日従事す

日従事する

その後農民

れ（最高限度額確定権は省レベ

いる。労働拠出である義務労

務労働は植林造林・洪水防止

る。蓄積労働は，耕地水利基

ものと規定された。

負担に関する条例，通達が相

ル），その予算と決算は上一

働と蓄積労働についてもそ

・道路建設・校舎修繕等に

本建設や植林造林事業に，

次いで出され，法律や法規

級政府への報告，批准を義

の労働範囲と日数制限が設

，労働力１人あたり毎年５

労働力一人あたり毎年

によって規定されている以

外の負担金を

が，大きな改

税費改革モデ

（特定農産物に

費用項目の取

も実施されて

提留・郷鎮統

農民に課すことを禁じると共

善は見られなかった。そのた

ル地区が選定され（ 年安

かかる税）の農業税への一本

消，郷鎮統籌費の取消と統籌

いる。表３は農民の税金及び

籌負担のみのデータではある

に，多くの負担項目の中止

め， 年に安徽省の一部県

徽省全省が改革モデル地区に指

化，屠宰（屠殺）税廃止，義務

費より支出していた項目の

村提留・郷鎮統籌負担状況

が，大きな変化は見られな

・取消なども行われている

が指定されたのを皮切りに

定されている），農業特産税

・蓄積労働廃止，多くの

予算内支出への組替えなど

を示している。税負担と村

いとは言え徐々にその負担

は減少してい

年４月

中央財政から

江西，山東，

治区で，改革

受けない沿海

推し進めてい

る。

には改革モデル地区が増やさ

農村税費改革のための財政補

河南，湖北，湖南，重慶，四

を先行した安徽省も中央から

の経済発展地域で上海，浙江

るが，その他 寧，北京，山

れており，主に二つに分類

助を受けている地域で，河

川，貴州，陝西，甘粛，青

の支援を受けている。もう

などがそれである。以上の

西，新疆，広西，雲南，海

することができる。一つは

北，内蒙古，黒龍江，吉林，

海，寧夏など 省・市・自

一つは，中央からの補助を

地域は全面的に税費改革を

南，福建，広東などでは，

の県（市・

（区）は上海

上の改革によ

郷鎮財政の

る財政補助

年には税

区）がモデル地区に指定され

，浙江などの中央から補助を

り郷鎮政府収入は当然減少す

自給能力は低下し，赤字に転

に費やしており， 年に行

費改革に費やした財政資金

改革を行っている。その中で

受けない地域同様，「自費」改

る。表４に見られるように

じている。 年中央政府は

った分をあわせるとこの２

は 億元に達するとしている

広東省珠江デルタの 県

革地区となっている。以

，予算内では 年ごろから

億元を税費改革に関す

年間に 億元を投入し，
）
。そして全国人民代表大

（ ）

表３ 農民

総額（億元）

税 金 一人当り（元）

対純収入比（％）

総額（億元）

提留・統籌 一人当り（元）

の税

対純収入比（％）

金及び村提留・郷鎮統籌負担状況

総額（億元）

合 計 一人当り（元）

対純収入比（％）

注） 税金は農業税，農業特産税
出所） 馬暁河主編，黄漢権・姜長雲

国農村統計年鑑』 年版

，屠宰
副主
より作

税，耕地占用税など
編（ ）『我国農村税費改革研究
成。

』中国計画出版社， 頁と『中
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表４

会における政府

している
）
。

工作報告によれば， 年は 億元を税費改革のための財政移転に使用すると

また「農村税

法）」が 年

あたり，統一制

体的金額は，以

移転支出額

対郷鎮移転支

訓練費＋その他
）

費改革中央対地方轉移支付

７月に出され，農村税費改革

，規範性，合理性，公平性，

下の計算式で求められる。

当該地区対郷鎮移転支出＋当

出 （郷村営学校経費＋計画

統籌支出（自己調達資金支出

暫行弁法（農村税費改革中央対

により減少した収入を補うた

公開性，透明性を原則とする

該地区対村級移転支出＋当該

生育経費＋優撫経費＋郷村道

）＋屠宰税減収＋農業特産税

地方財政移転支出暫行弁

めの財政移転を行うに

ことを謳っている。具

地区教育資金移転支出

路修理建設経費＋民兵

政策性減収＋農業税増

収）×移転支出

（村級移転支出は

移転支出係数

財政力に占める

比重 人員経費

数

係数

行政村個数，五保戸
）
人数，農民平

（当該地区農業税等四項収

比重の全国平均×加重＋当該

と基本公用経費が地方財政力

均収入，移転支出係数などから

入の財政力に占める比重 農

地区人員経費と基本公用経費

に占める比重の全国平均×

計算）

業税等四項収入が地方

が地方財政力に占める

加重）×中央財政負担係

（ ）

財 政

年 予算内収入 予算外収入

収

自己

表４ 郷鎮財政収支

入

調達資金
収入 （ ＋ ＋ ）

（ ＋ ）

（％）
予算内支

状況

出 予

財 政 支 出

算外支出 自己調達資金
支出 （ ＋

（ ＋ ）

（％
＋ ）
）

（単位 億元）

全収入―
全支出

（

（

）

）

（ ）

（ ）

注） 年以降は『中国財政年
籌資金」のデータを使用し

出所） 田島俊雄（ ）「中国の財
大学出版会，第３章） 頁

鑑』各
た。
政金
，『中

年版のデータ。（ ）内と 年以

融制度改革」（中兼和津次編（
国財政年鑑』各年版より作成。

降の

）『現

自己調達資金は『中国財政年鑑』の

代中国の構造変動２経済―構造変動

「郷

と市

鎮自籌・統

場化』東京
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図５ 農家一戸当

度改革と政府階層再編（高屋）

りの純収入に占める税費用負担

・農業税等四

・民族地区に

注） 当年純収入に占める割合。
れ以降は村提留・郷鎮等籌費

出所） 中共中央政策研究室・農業部
匯編（ 年）』中国農
ームページ（
いた。

項収入 農業税，農業特産税

関しては移転支出係数に

年までの費用は請負契約費用，各種攤
，各種攤派，罰金等。
農村固定観察点弁公室『全国農村社会経
業出版社より作成。 年は農業部農村

，屠宰税，郷鎮統籌

が加算される（非民族自治区

派（割当）等，そ

済典型調査数据
経済研究中心ホ
）のデータを用

の自治州に関しては適度に加

算する）

（中央財政負担

と思われる。）

図５の農家

を反映してか

改革モデル地

大きかったの

係数については記述がなく，不

一戸あたりの純収入に占める

， 年の農家一戸当りの純

区での改革の成果に大きな差

は，中央財政からの補助を受

明であるが，恐らく中央の財政

税費用等の負担率を見ると

収入に占める税費用負担率

が生じていると言われてい

けない「自費」改革地区で

移転総額などから確定される

，税費改革の本格的取組み

は大きく下がった。しかし，

る。農民負担の減少が最も

，次いで「自費」改革地区

以外の沿海省

あったと言わ

域との差が若

性（貧しい地

部地区でもか

では，いくら

用徴収を止め

と西南・西北少数民族地区，

れる
）
。図５からもわかるよう

干拡がっている。表１でも農

域の農民負担が高くなる傾向）も

なりの負担減少が見られるも

税費改革を進め中央政府から

ることに大きな困難が存在し

そして最も減少幅が低いの

に中部地区の負担率が最も

民負担の逆累進性が明らか

存在しているのである。

のの，財政収入の見込める

財政移転が行われようとも

ている状況が推察される。

が中部の伝統的農業大省で

高く， 年代後半には他地

であるが，地域的な逆累進

年にその差が縮小し，中

産業や企業を持たない地域

，農民に対する重い税，費

年３月

げと５年以内

で農業税の税

黒龍江の食糧

河南，湖北

１％を引き下

，温家宝首相は全国人民代表

の農業税の廃止を宣言した。

率引き下げと，免税改革に関

生産地域は農業税を免除する

，湖南，四川の 食糧生産地

げることとした。沿海やその

大会での政府工作報告のな

その後４月には財政部，農

する政策を出している。こ

こと，河北，内蒙古， 寧

域は税率を３％引下げ，その

他条件の整っている地域は

かで，農業税の税率引き下

業部，国家税務総局は連合

れによると 年に吉林，

，江蘇，安徽，江西，山東，

他地域は全体として税率

，地方の状況に応じて減免

（ ）
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表５

税を行うこととした（牧業税も同様に減免税を行う）。そして，以降徐々に税率を引下げ，５年以内

に農業税を廃止

と，また屠宰税

的に撤廃すると

るが，収入が減

〈行政機構・

先に述べたよ

するというのである。農業特

の廃止も進められている。

している。これにより農民負

少する農村政府の財政は，ま

人員の削減

うに税費改革を進めることは

産税についても煙草に関する

年末にはこれらの目標を前

担の軽減，都市と農村の税制

すます困難に直面することに

農村政府収入の減少を意味す

もの以外は廃止するこ

倒しし，農業税を全国

の統一が目指されてい

なるだろう。

る。政府収入の減少に

対応するべく，

簡的意見（市県

意見の内容は以

政府は各地の状

革により削減さ

他，「過多過散

門）は統合，企

財政移転を行うとともに，中

郷人員編成削減に関する意見）」

下の通りである。市県郷鎮行

況を勘案してそれぞれ削減比

れた「分流（リストラ・再配

（政府部門の膨張・乱立状態）」

業化，社会化等により整理す

共中央・国務院は 年に

を発し，行政機構と人員の整

政機関の人員削減比率の目標

率を確定し，国務院の批准を

置など）人員」の給与は３年間

の郷鎮の「站」「所」（郷鎮政

る。

「関於市県郷人員編制精

理を行っている。この

は ％とし，省レベル

得て実施する。この改

財政が保障する。その

府内に設けられる各行政部

例えば，安徽

金だけでも 億

われている。郷

を削減し，村民

また，政府部

らす改革を実施

省では税費改革により，農民

元の政府収入が減少し，中央

鎮政府と村民委員会は，この

委員会が正規の手続を踏まず

門の簡素化として，湖南省で

している。現地調査を行った

の納める税・費用額が約半分

政府から 億元，省政府から

税費改革に伴い，全体の１割

に採用した 万人も解雇され

は各郷鎮で あった「站」

吉林省延辺朝鮮族自治州安図

に減ったが，省内で税

６億元の財政補助が行

にあたる３万人の人員

た
）
。

「所」を６部門にまで減

県では あった郷鎮政

（ ）

地区級区画数 県級

地級市

表

区画数

県

５ 行政区画数の変遷

（農村

級市 市轄区

地区 県
級市数

）郷鎮数

郷 鎮

村 民
委員会

出所）『中国統計年鑑』各年版より作成。



府を合併整理

程度にまで減

まで減らし，

中国の財政制

し， にまで減らした上で，

らすとしている。郷鎮行政部

行政人員数も 人程度に抑え

度改革と政府階層再編（高屋）

合併により膨らんだ各郷鎮政

門の簡素化については，安

ることとしている。部門の

府人員数をそれぞれ 人

図県のある鎮では５部門に

企業化の例としては，上海

市 鎮で「

編されている

に資産経営公

業務を移管し

ている他，行

し，それ以外

化をすすめる

政企分離（政府と企業の癒着関

。まず政府内に集体資産管理

司を設け，今まで政府が担っ

ている。このように改革モデ

政区画の整理も行われている

の農村地域についても，「小

とともに，廃県置市，郷から

係を分離する）」改革の流れを

弁公室を設置し，集体資産

てきた企業への管理・指導

ル地区では税費改革と行政

。大都市周辺部については

城鎮」建設を行うなど，農村

鎮への再編，さらに郷鎮間

受けて，企業管轄部門が再

管理委員会の管理・指導下

，さらに投資などといった

合理化が積極的に実施され

都市部を徐々に郊外に拡大

において中国独自の都市

での合併などが積極的に行

われ（表５）

以上のよう

うためにまた

関連（小中学

％），税

教育への影響

村教育工作的

理と支払いを

，行政合理化と経費削減が目

な行政合理化が行われなけれ

別の形で農民に負担が課され

校等）の支出が大きな割合を

費改革による混乱で安徽省で

が懸念されている
）
。このよう

決定（農村教育工作をさらに強

県レベル政府に移すこと，そ

指されている。

ば，例え農民負担を減少さ

る可能性があるだろう。例

占めるが（ 年に予算内で文

は教師給与の遅配がおこって

な状況に対し，国務院は

化することに関する決定）」を

の給与支払いについて省レ

せたとしても，収入源を補

えば，郷鎮政府では，教育

教科学衛生費支出が全支出の

おり，収入減による義務

年に「関於進一歩加強農

出し，農村教職員給与の管

ベル政府が計画・手配する

こと，中央政

減も図られて

いずれにし

農村基層政府

と共に進めら

へのアクセス

期待されてい

府も財政移転を通じてこれを

いる。

ても，財政移転とともにこの

財政の制度化の成否を担う重

れている「小城鎮」建設は，

を増加させることで，所得を

る。先に述べたように，農民

支援することなどを決定し

ような行政合理化を行うこ

要な政策であると言えよう

農村の産業構造の高度化を

向上させ，都市―農村間の

所得の格差は非農業所得を

，郷鎮政府の支出責任の軽

とは，税費改革，さらには

。また行政区画を再編する

はかり，農民の非農業所得

経済格差を是正することも

得る機会が影響していると

考えられ，農

農民所得向上

〈今後の課

以上では政

だまだ多くの

のように補っ

村部において商業，工業の中

と政府財政収入拡大につなが

題

府の最近の取組みを紹介した

課題が残っていると言えよう

ていくのか。いつまでも中央

心地域を形成し，農業以外

ることが期待される。

が，税費改革をはじめとす

。まず第１に，税費改革に

，あるいは上級政府からの

の産業を発展させることは，

る改革を実現するには，ま

より減少する財政収入をど

財政移転に頼っているわけ

には行かない

経済発展状況

あるが，この

ような問題に

税収配分

先に述べた

だろう。第２に，税費改革モ

や地理的条件の違いから，地

ような地域格差にどのように

対し，今後どのような改革を

制度の整理とその制度化

ように，一部の豊かな地域を

デル地区間に改革進展の格

域により財政収入に大きな

対処していくのかは重要な

行っていくべきかを考察す

除き，郷鎮政府の予算内財

差が生じていた。そもそも

格差が存在するのは当然で

問題である。以下ではこの

る。

政収入は十分とは言えない。

（ ）



立命館経済学（第 巻・第６号）

表６

また収入配分方

が上級政府と共

法について，分税制実施後も

有されており，さらにその配

請負制と折衷したような方式

分方法が度々変更される可能

が採られ，多くの税目

性があることは，郷鎮

政府レベルにお

するとともに，

って，郷鎮予算

徴収ルート

郷鎮政府レベ

て代理徴収が行

ける徴税インセンティブを害

それに見合った税収の配分を

内財政収入の安定化と徴税イ

の整理と徴税ノウハウの取得

ルでは他の政府レベル同様，

われている場合もある。もち

している。よって，郷鎮レベ

制度化し，その制度を恒久的

ンセンティブの向上を目指す

税・費用の徴収ルートが多数

ろん利便性・効率性の観点か

ルの行政権限を明確に

なものとすることによ

必要があるだろう。

存在し，各部門によっ

ら，代理徴収を全て否

（ ）

表

本年収入

税収返還

定額補助＊

専項補助

６

転移支付補助

国債増発補助

県レベル財政への財政移転の推移 （単位 億元，％）

給与増加補助

各項決算補助

収入任務増加・減少調整補助

その他補助

その他調整資金

前年結余

その他

収入合計

本年収入

税収返還

定額補助＊

専項補助

転移支付補助

国債増発補助

給与増加補助

各項決算補助

収入任務増加・減少調整補助

その他補助

その他調整資金

前年結余

その他

収入合計

注） 上半分が金額で，下半分が
額）補助と名称が変わる。
項目がそれにあたる。

出所）『全国地市県財政統計資料』

全収入
分税制
年から
各年

に占める各財政移転の割合を示し
導入以前に実施されていた補助が
財政移転の項目が統計でも以上の
版より作成。

てい
，分

る
税

ように

。定額補助は 年以降原体制（
制以後も一部行われているが，こ
増加している。

定
の



定するつもり

政府全体より

く財税部門が

中国の財政制

はないが，郷鎮政府各部門は

も各部門の利益に走りがちで

担うべきだろう。そうするこ

度改革と政府階層再編（高屋）

上級部門との人事・業務関

ある。徴収ルートを整理し

とにより，税費改革をさら

係が複雑で，一部では郷鎮

，税・費用の徴収はなるべ

に徹底して行うことができ

ると考えられ

ろを，それま

り平均税率が

量が反映され

している地域

等が考えられ

徴税ノウハウ

る。また例えば農業税の徴収

での実績をもとに算定され

異なる。この他地方付加も課さ

ないことがしばしばあり，ま

も多い。徴税ルートが多数存

るが，それに加え徴税網と徴

の取得は一朝一夕にできるも

では，本来実際の生産量に

た「常年産量（正常年度農業生

れる）を納めることとなってい

た実際には土地割りや頭割

在する理由として，人民公

税ノウハウが確立されてい

のではないが，その徴税技

よって税を計算すべきとこ

産量）」の ％（地域によ

る。そのため実際の生産

りによって一定金額を徴収

社時代からの名残や既得権

ないことも一因と思われる。

術の向上が待たれる。

政府間財

郷鎮政府は

村住民にとっ

ない地域が多

政府に対する

いる財政移

きく減少した

％を占め

政調整制度の整備

義務教育をはじめ，基本的な

て身近な立場にある政府であ

数存在するが，その格差を緩

財政移転のデータは入手困難

転の状況を見てみたい（表６

が，代わりに税収返還がそれ

ていたが， 年には ％と

行政サービスの提供から各

る。その一方で地域格差が

和するための財政調整制度

であるため，県レベル政府

）。 年の分税制導入により県

を補っている。 年には財

低下し，代わって税収返還

種公益事業までを行う，農

大きく，財政収入が十分で

は十分とは言えない。郷鎮

が上級政府より受け取って

レベルでの財政収入は大

政移転前の収入が全収入の

が全収入の ％を占める

に至っている

間財政調整機

年で

の客観的基

統計に項目

政府レベルを

る財政調整も

。この税収返還は，分税制に

能はない。この税収返還が県

％を占め，その他は使途の決

準にもとづいて配分される過

が現れるが，その割合は全財

飛び越えて行われないので，

十分ではないと考えられる。

より減少した地方の収入を

レベルへの全財政移転額に

まった補助がほとんどであ

渡期財政移転（表では「転移支

政移転額中わずか ％である

県レベルのこのような状況

現在税費改革に伴い郷鎮政

保証するものであり，政府

占める割合は 年で ％，

る。財政需要額や人口など

付補助」）は， 年より

。政府間財政移転は通常

から見て，郷鎮政府に対す

府や村に対して，財政移転

が積極的に行

整備が必要で

以上のよう

を少しでもな

て，これらの

ると考える。

われているが，最低限の行政

あると言える。

に郷鎮政府予算内財政を確立

くすことが，税費改革の成功

改革を実現するにはさらに支

サービスを保障するために

，強化することで予算外・

と郷鎮政府財政の制度化に

出責任の再区分と，政府・

もさらなる財政調整制度の

自己調達資金依存の必要性

がって行くだろう。そし

行政階層の再編が必要であ

以上では，

府だけでなく

５．中国

主に農村基層政府である郷鎮

他の地方行政レベルを含めた

の行政区画と政府階層

政府に焦点をあてて分析を

中国の政府・行政階層につ

行ったが，ここでは郷鎮政

いて考察する。

（ ）



〈現行の政府

中国の行政階

層からなってい

立命館経済

・行政階層の問題点

層は，先ほど見たように，中

る。全ての地域でこの５階層

学（第 巻・第６号）

央―省レベル―地区レベル―

全てが揃っているわけではな

県レベル―郷鎮と５階

いが，限られた財源を

これら階層で分

階層数について

規定では地方行

制とし，特殊な

級制としている

われ，地級市が

ている。また一

け合っている状態にある。こ

は，幾つかの問題が指摘され

政区画を一般に省・自治区・

状況のもとでは，省・自治区

。しかし，現在出先機関であ

県を管轄する市轄県体制が一

部県が県級市へ変更され，地

のように多い政府・行政階層

ている。まず第１に，憲法上

直轄市―県・自治県・県級市

―自治州―県・自治県・県級

った地区の地級市化や地区と

部地域で実施され，地方行政

級市が県を管轄するだけでな

数と地域ごとに異なる

の問題である。憲法の

―郷鎮・民族郷の三級

市―郷鎮・民族郷の４

地級市の合併などが行

区画の４級制が出現し

く，その下に県級市が

管轄区域として

第２に，以上

まり，管理コス

の地区レベ

の郷鎮レ

の地区レベ

の郷鎮レベル区

たり約 余りの

誕生し，市が市を指導する状

のように階層が増加し，混乱

トが上昇している。現在中

ル区画（地区・地級市）が，そ

ベル区画（郷・鎮・街道弁事処

ル区画，１地区レベル区画が

画を管轄している。日本の場

市町村を管轄していた。その

況も生まれている。

しているため，それぞれの政

国には の省・自治区・直轄

の下に の県レベル区画

）が存在している（ 年）。

の県レベル区画，そして

合 年に 都道府県， 市

後「平成の大合併」が進み，

府の行政管轄区域が狭

市が存在し，その下に

（県・自治県・県級市），

それぞれ平均で１省が

１県レベル区画が

町村で，１都道府県あ

年３月には 市

町村に減少する

地理的・経済的

轄範囲の狭さは

み）に伴い，地

いるとも指摘さ

支出 億

の事業行政経費

見込みで，そうなると１都道

・政治的条件から一概に比較

明らかであろう。さらに先

級市が増加し，地域によって

れている。このような状況は

元中，行政管理費は

支出 億元（予算外支出

府県あたり約 余りの市町村

することはできないが，中国

に述べたように，最近の都市

階層数，管轄の方法などが異

行政管理コストを引上げてい

億元と ％を占めており，

億元の ％）を含めると，

を管轄することとなる。

の階層の多さとその管

化の進展（都市化の取組

なるため混乱が生じて

る。 年の国家財政

これに予算外資金から

予算内外の財政支出に

占める行政管理

その行政経費の

年に省レベル

年の全予算

た。

第３に，省レ

え，その他

費は ％となっている。そ

比重は高くなっている。各予

で ％，地区レベルで ％

内行政管理費のうち同様に

ベル行政区画規模が大きすぎ

万人を超える地域も あり，

して，基層政府になればなる

算内財政支出のうち行政管理

，県レベルで ％，郷鎮

％， ％， ％，

る。例えば河南，山東両省で

その地理的規模，人口規模共

ほど，特に県レベルで

費の占める比重は，

レベルで ％，また

％をそれぞれ担ってい

は人口が 万人を超

に一つの国家を形成す

るに十分なほど

では地域保護主

行政区の規模縮

第４に，県・

県（県級市・自

以上の人口を有

である。中国では度々地方政

義を実行するに十分な規模を

小を論じる「縮省論」や「虚

郷鎮レベルの区画規模が小さ

治県含む）があり，人口は平均

する県も存在し，一方で 万

府の地域保護主義的行動が問

有していると言えよう。この

省論」の根拠の一つとなって

い，あるいは不均衡である。

万人となっているが

人に満たない県も存在する。

題となるが，省レベル

ことは後で述べる一級

いる。

年で全国に の

，一部地域では 万人

また郷鎮レベルでも同

（ ）



様で，例え

郷は 万

も 年に隣

中国の財政制

ば上海市 鎮の人口は２万人

人と約６倍の差がある。この

接する鎮と合併し，人口は

度改革と政府階層再編（高屋）

程度であったのに対し（全国

ため現在郷鎮の合併が盛んに

万人となっている。

平均２万人程度，），湖北省

実施され，上海市 鎮で

第５に，

（例えば投資決

部局をそろえ

行する中，政

人員の膨張が

以上に加え

実際はそれほ

各政府の権限や責任区分が曖

定権において，金額の大きさで

ようとしている点が指摘され

府の管理する範囲は徐々に減

見られる。また県からの干渉

，盛んに県の市への変更や，

ど都市化していなくても，市

昧で，権限の大きさでその責

決定権が配分されているなど），

ている。そもそも計画経済

少しているはずであるが，

も強く，郷鎮政府の権限や

郷の鎮への変更など都市化

や鎮に変更してしまう見せ

任を区分しているために

それぞれの政府が全ての

体制から市場経済体制へ移

郷鎮レベルでは部局，行政

責任が曖昧であった。

の動きが起こったために，

掛けの都市化が起こってい

るとも指摘さ

の都市部門へ

るものもいる

りに基層政府

ている。

〈行政区画

現在中国で

れている。そして，このよう

移ることで，農村部門の管理
）
。また （

へ届けられ，その政策が実施

の改革状況

は実際にどのような行政区画

な改革により，農村部門で

責任が地方政府に押し付け

）は，中央政府からの財

されるためには行政階層は

改革が実施されているのだ

ある県の管轄が地級市など

られていることを問題視す

政移転が中央政府の意図通

少ないほうが良いとも述べ

ろうか。問題点の中でも指

摘されていた

そもそも地

ある
）
。 年

（中華人民共和

国務院の批准

会を代表して

「専区（専員

が，まず一つ目に地区の実級

区はその行政区画としての権

に成立した憲法では，地区レ

国地方各級人民代表大会和地方

を経て派出機構として「専員

指導しても良いとされていた

公署管轄区域）」は一級行財政の

化，つまり地級市への変更

限が色々と変更され，行政

ベルについては規定されてお

各級人民委員会組織法）」で，省

公署」を設け，若干の県，

。その後大躍進期に「専員

地位を獲得するようになっ

があげられるだろう。

組織としては曖昧な位置に

らず，一方「地方組織法

人民委員会は必要な場合，

自治県，市を，省人民委員

公署」の権限が拡大され，

た。 年には権限の中央集

権化がなさ

革命委員会が

更され， 年

しかし，

設置せず，省

でも同様で，

て派出機構を

れ，「専員公署」の派出機構と

置かれるなど再びその権限強

に通過した憲法では省，県と

年になると再びその地位が曖

，自治区は派出機構として

現行の「地方組織法」でも，

設立してよいと記されている

しての役割が強調されたが，

化がなされた。呼び方も「

並んで一級地方政権機構と

昧になる。地区では国家権

「行政公署」を設けてもよい

省，自治区人民政府は必要

。このように，一度実級化

文化大革命期に入ると，

専区」から「地区」へと変

して位置付けられた。

力機関である革命委員会を

とされた。 年通過の憲法

な場合，国務院の批准を経

した地区は，再び虚級化さ

れることとな

経済発展の進

制が登場した

行政区並みの

実級化するこ

市―農村の二

ったが，一度実級化し拡大，

展と都市化の進展に伴い，

。この理由としては，第１に

権限を持ち，仕事を行ってい

とで人民代表大会を設置し，

元統治（直轄市，地級市，県級

膨張した機構を虚級化する

地区を（地級）市に再編制し，

虚級化が難しいことととも

るにも関わらず人民代表大

その行政行為を指導・管理

市の工業生産管理を主要任務と

ことは難しかった。また，

県を管轄させる市轄県体

に，第２に実態として一級

会が設置されていないため，

させるねらいと，第３に都

する都市系列と，地区，県，

（ ）



郷などの農業生

により都市と農

たように，農村

立命館経済

産管理を主要任務とする農村系列

村の一体化した工業化が目指

の管理が地級市に押し付けら

学（第 巻・第６号）

）を一元化するねらいがあっ

されるというのである。しか

れ農村支援が弱まる可能性が

たと考えられる。これ

し一方で，すでに述べ

あること，また地区の

実級化により行

しては，地区と

は地区と複数の

方などが採られ

その他，県の

併は，農村にお

済・社会発展の

政経費が増加することなどの

地級市を合併する，条件の整

市を合併させて地級市化する

た。

県級市化，そして郷鎮の合併

ける都市化，工業化の取組

中心となる地域）の形成が目指

問題点も指摘されている。市

った一部県を地級市化し地区

，そして大都市に郊外の多く

，郷の鎮への変更も盛んに行

みの一環として実施され，

されている。人口の多い中国

轄県体制の実施方法と

と合併させる，あるい

の県を管轄させるやり

われている。郷鎮の合

「中心鎮」「重点鎮」（経

において，大都市一極

集中ではなく，

分野に従事させ

以上のような

る。また県級市

併合や昇格が影

では，（農村）郷

は，都市化に伴

などが進んだた

各地域に小都市，所謂「小城

ることなどが方針として掲げ

改革により，地級市は 年に

は から に（ 年に ま

響していると思われる。），市轄

鎮合計数が から

い郷から鎮への再編が進んだ

め現在 に減少している

鎮」を形成し，農村余剰労働

られている。

であったのが， 年に

でに増加し，その後減少してい

区（県レベル）数も から

に減少し，農村部において比

ため から 年には

（表５）。

力を移動させ，非農業

は にまで増加してい

る。この減少は地級市への

に増加している。郷鎮

較的都市化している鎮

に増加した後，合併

このように政

区の地級市化に

んでいるのであ

〈政府・行政

以上のような

一級行政区の基

府・行政階層のフラット化の

より実際には増加しており，

る。

区画と階層の改革構想

状況の中で，様々な政府・行

盤を現行の「地級市」に設定

必要性が言われる一方で，地

郷鎮レベルでは合併による規

政階層再編の議論も出てき

し，省を「虚級」に転換し，

方政府・行政階層は地

模の拡大や合理化が進

ている。西村（ ）は，

地区を「実級」化し地

方自治とする

る「縮省論」な

齊義虎（

模の調整が必要

５万人程度とし

人口５ 万人

準とし，人口規

「虚省論」や，省の規模を縮小

ど，政府・行政単位再編につ

）は，省の規模を縮小し，県

だと主張している。以下，齊

， 程度の村（村人口は

で，非農業人口 ％以上，（

模については 万人，

し 余にわけ，地方行政制度

いての議論を紹介している。

や郷鎮の規模を拡大するため

義虎の行政区画案をまとめる

人）を管轄することとし

中心市街地）集居者（「連片聚居

万人，５ 万人で３分

を省と県の２級制とす

に，まず郷鎮区画の規

と，まず郷設置基準を

ている。鎮については，

者」） ％以上を設置基

類し，大規模鎮につい

ては一部県の権

鎮を一つの県が

ている。県級市

者（「連片聚居者

地域の中心地と

そして，

限を与え，都市型の統治を行

管轄し，県の平均人口を

の設置基準としては，人口

」） ％以上とし，人口規模

しての発展を期待している。

の県と市を管轄する一級行

うべきだろうとしている。そ

万人，面積を

万人以上，非農業人口 ％以

によって３分類し，規模の大

政区画として郡を設置するべ

して，その の郷

平方 程度と想定し

上，（中心市街地）集居

きい市に関しては周辺

きであるとしている。

（ ）



一郡平均人

いては郡に対

面積は県程度

中国の財政制

口 万人，管轄面積

応する区画（現在の直轄市と

としている。この都としては

度改革と政府階層再編（高屋）

を 万平方 と想定し

同様のもの）として都を設け，

，北京，天津，上海，南京

ている。一部大都市につ

人口規模は 万人以上，

，瀋陽，ハルピン，武漢，

広州，重慶，

市―郷鎮とい

治を単純に一

あるいは一級

いる点であろ

葛剣雄（

で， 前後の

西安など 都市を想定して

う地方３級制となっているの

元化することは地方に農村管

行政区が行うべきであると

う。

）は譚其驤
）
の行政区画改革

一級行政区に再編し，各一級

いる。つまり彼の地方行政区

である。この案の特徴とし

理の責任を押し付けるもの

し，都市―農村の「分治（分

案を紹介している。譚其驤は

行政区は 前後の県級行政

画案では，郡（都）―県・

ては，都市―農村の二元統

であり，農村の管理を中央

けて統治する）」を主張して

省の規模が大きすぎるの

区を管轄すべきだとしてい

る。一級行政

万人程度と

市化など）と

とは憲法（省

くとして，譚

いない。

その他，賈

出先機関化す

区の名称としては「道」を使

想定している。葛剣雄は譚其

古い体制が混在し，地方の２

と県レベルの間に行政階層を設

其驤の構想を支持している。

康・白景明（ ）

ることで３階層に減らすべ

用し，各道は平均人口

驤の構想を紹介した上で，現

級制（省―県），３級制（省―

置すると規定していない）にも

しかし，彼等の議論では郷

は，中央を含めた行政階層数

きだと述べている。また，魏

万人程度，県平均人口は

在新しい体制（地区の地級

市―県）が並存しているこ

反するし，混乱と浪費を招

鎮レベルが全く論じられて

を，地区・郷鎮レベルを

清泉（ ）は省が直接県

や（県級）市

その際，郷鎮

る。郷鎮政府

府の行政権限

が悪いことな

効率の向上，

実際昨年夏に

を管轄するべきであり，また

政府が担っていた部門につい

の出先機関化に関しては劉

が小さく，ほとんどが県レベ

どがあげられている。郷鎮政

また郷鎮が積極的に行ってき

吉林省延辺朝鮮族自治州の農

郷鎮をなくし県が農村を直接

ては県の出先機関がこれに

平波（ ）も述べており，そ

ルの許可・批准が必要なこ

府をなくし，県の派出機関

た経済分野への干渉を減ら

村で現地調査を実施したが

管轄すべきだとしている。

代わるべきであるとしてい

の根拠としては，郷鎮政

と，機関が膨張し行政効率

に代替させることで，行政

すことができるとしている。

， 年より財政面で上級

政府である県

民銀行に専用

からの補助に

化を検討して

機関化を主張

「実級」であ

に，実級化が

の統一管理を受けることと

口座を設け，財政資金を管理する

頼るなど，財政的な権限が大

いると言う情報もある。しか

する地区レベルでは，先ほど

る地級市への変更が行われて

進んでいる。一方，郷鎮政府

なり，各レベル政府で設ける

）が取り消されており，また

きく低下している。また中

し，表５の行政数の変遷を

から述べているように，省

おり，地級市の数は徐々に増

は，県との関係が密接で出

こととされている国庫（人

財政資金のほとんどを県

央政府が郷鎮レベルの虚級

見てみると，賈康等が出先

の出先機関である地区から

加し，出先機関化とは逆

先機関的性格が強い側面を

持つが，行政

化と言うより

例えば，早

極的に取り組

省郷鎮区劃

よると，郷鎮

区画改革の面から見ると郷か

，再編・合理化が行われてい

くから税費改革が実施されて

んでおり， 年６月に安徽

調整工作的通知（全省の郷鎮区

区画を合理的に調整すること

ら鎮への変更や郷鎮間の合

るとも見れる。

きた安徽省は，郷鎮政府の

省党委員会弁公庁と人民政

画調整工作実施に関する通知）」

で基層政権を建設し，行政

併が進んでおり，出先機関

行政区画調整についても積

府弁公庁より「関於做好全

を公布している。これに

管理効率を向上させ，農村

（ ）



経済と社会の全

地域の実情

ると同時に，

立命館経済

面的な発展を促進するとして

，地理的条件，行政管理，住

行政村の調整も積極的に実施

学（第 巻・第６号）

いる。基本原則としては

民生活・生産活動などを考慮

する。

し，郷鎮区画を調整す

城鎮（都市

辺地域の中心

し，中心鎮と

都市化の素早

歴史を重視

配置を改善

に有利であり

と町）を強化する。県城（県

地）を基礎として，規模が小

基礎条件が整っていて発展潜

い発展を推進する。

し，穏やかに実施する。

し，発展を促進する。地域の

，産業，商品構造の調整力を

政府所在地）と の「中心鎮

さい郷鎮は合併を進める。県

在力の大きい鎮は，その集積

特色のある経済，郷鎮企業と

拡充し，農村税費改革を深化

」（比較的発達した鎮で周

城の規模を拡大・強化

と輻射効果を増強し，

農村サービス業の発展

し，農民負担を軽減す

ること。政治

有利であるこ

などとしている

３万人程度，行

陵，山区の県城

以上となってい

は教育，養老，

さらに，都市

と社会安定，人民群集の安定

と。

。調整基準は，平原地区 郷

政村３千人程度。山区 郷鎮

はそれぞれ 万，８万，５万

る。合併に際しては，もとも

文化などの公益事業に利用す

部を拡大し，人口が密集し小

した生活に有利であること。

鎮５万人程度，行政村４千人

１万５千人程度，行政村１千

人以上，中心鎮人口はそれぞ

とある郷鎮政府施設を有効に

ることとしている。

都市の機能を兼ね備えた県城

経済社会の全面発展に

程度。丘陵地区 郷鎮

５百人程度。平原，丘

れ７万，５万，２万人

利用し，あまった施設

は，鎮を廃して街道弁

事処を設置して

鎮は中間に管理

実施することと

（事務）」機構を

うこと，郷鎮区

郷鎮人民政府が

議を経た後，省

も良いが，その人口規模はも

的部門を置いてはならないと

し，この改革の実施にあた

設立し，党委員会と政府の統

画調整方案の制定は県（市，

提出し，村民会議の同意を経

人民政府に報告し批准を受け

との郷鎮規模より小さくては

定められた。以上の調整を

り，各市，県は郷鎮区画調整

一的指導のもと，各部門と協

区）人民政府が制定し，村区

ることとなった。郷鎮区画調

，村区画調整方案は県人民政

ならない。調整後の郷

年末までに基本的に

工作の指導及び「弁事

力し，責任を持って行

画調整方案については

整方案は人民政府の審

府の批准を得なければ

ならないとした

以上のように

村における農民

業高度化―が必

心となる鎮を確

民所得の向上

指しているので

。つまり上級政府（上一級，

安徽省では郷鎮政府の規模の

負担の軽減や，所得の向上に

要である。農村において行政

立し，その地域を中心に産業

（非農業所得の向上）を目指し，

ある。

二級）の批准が必ず必要となっ

調整と都市化，そして経済発

よる都市との不均衡是正には

区画を調整し，行政機構を合

構造の高度化と就業構造の高

ひいては経済の発展と郷鎮政

ている。

展を目指している。農

，農村の経済発展―産

理化するとともに，中

度化を図ることで，農

府財政収入の向上を目

また賈康等の

なくない。例

（ ）は郷鎮政

（予算外・自己調

地域住民による

度化を進め，郷

出先機関化の主張とは逆に，

えば付光明他（ ）は郷鎮

府財政について，多くの地

達資金など）」に頼らざるを得

財政収支の審議・監督を行う

鎮財政を一級財政として確立

郷鎮行財政の確立とその規範

財政の確立と強化を主張し

域では財政収入が不足して

ない状況にあることを指摘し

ための民主的手続を導入し，

するべきだと主張している

化を主張するものも少

ている。そして，樊綱

おり，「非規範公共収入

，その解決策として，

郷鎮財政の規範化，制
）
。周業安（ ）も基層

（ ）



政府の「民主

政の財政権限

中国におい

中国の財政制

建設」を進展させ，人民代表

を強化することにより，税費

て民主化は大変微妙な問題で

度改革と政府階層再編（高屋）

大会による財政監督機能を

改革をさらに深化すること

あるが，現在のところ直接

強化すること，基層政府財

ができるとしている。

選挙が導入されているのは，

県レベル以下

の間接選挙で

政府人事の選

共産党一党

きたが，改革

各地方政府の

なかったが，

の地方人民代表と村民委員会

選ばれる。人民代表大会は地

出権，「一府二院（政府・法

支配の下，人民代表大会は民

開放以降，その地位は徐々に

首長についても，毛沢東時代

改革開放政策以降「差額選

代表で，それ以上の人民代

方の最高権力機関であり，

院・検察院）」の活動に対する監

主主義の「飾り物」「ゴム印の

向上し，民主主義の「飾り

，共産党の人事決定を受容

挙」制度が導入されている。

表は下一級政府の人民代表

立法権，重大事項の決定権，

督権が与えられている。

イエスマン」と言われて

物」から脱却しつつある
）
。

れ，選挙は追認手続に過ぎ

「差額選挙」とは，定数以

上の候補者を

挙だけでなく

補者を定数よ

げること，選

る。共産党内

影響力は以前

代表の直接選

一方で共産党

立てることで，候補者数は定

，人民代表の直接，間接選挙

り１人多くすることとなって

挙民による幹部の監督，ある

部でも党内民主化の動きがあ

より弱体化しているとは言え

挙が実施されている郷鎮政府

支配を農村まで張り巡らせる

数を一定割合で上回るよう

でも導入されている。地方

いる。このような改革によ

いは幹部が選挙民の存在を

るが，やはり中国は共産党

，民主化への道のりはまだ

は，中国民主化の重要な改

ための重要な機関でもある

に設定する。これは首長選

政府首長選出の場合は，候

り，選挙民の選択の幅を広

意識することを目指してい

一党支配の国であり，その

遠い。その点からも，人民

革実験の場でもあり，また

。よって樊綱や周業安の言

うような民主

な出先機関化

レベルでも財

ないだろう。

その他，華

改編し，その

理由としては

化の強化は一朝一夕に実現で

もまた全国レベルで早急に実

政状況が苦しい中で，郷鎮レ

偉（ ）は省と県を虚級化

下に新しい基準のもと市，

やはり省の規模が大きすぎる

きるものではないが，賈康

施することは難しいであろ

ベルを虚級化するだけでは

し，地級市（直轄市，計画単列

鎮，郷，坊（街道）を設置する

こと，そして改革開放以降

・白景明の言うような安易

うし，上級レベルである県

根本的な解決にはつながら

市なども）を都，府，州に

べきだとしている。その

，政治経済の多くの権限が

省から地区

区，地級市に

以上，政府

らない。しか

あるいは都市

により，政府

農村部で多い

・地級市レベルに移されてい

委譲されている）。

階層再編論を幾つか紹介した

し，地区の実級化とそれに伴

化への取組みがすでに実施さ

階層数が増加し，また地域に

―状態が生まれている
）
。つま

ることを指摘している（例え

が，いずれの案が採用され

う市轄県体制の実施，郷鎮

れていることは事実である

より階層数が異なる―特に

り，改革開放以降の経済発

ば多くの国有企業の管理は地

るのかは現在のところわか

の合併など都市化への対応，

。このような行政区画再編

都市部では階層数が少なく，

展と，都市化の進展により

行政区画改革

政経費がかさ

以上で紹介

となって来る

が実施されたが，それと同時

み，財政面での制度化も進め

した「縮省論」「虚省論」を始

だろう。

に行政区画や階層が複雑化

にくい状況に陥っているよ

めとした大規模な政府・行政

し混乱し，それとともに行

うに思われる。そのため，

階層の調整が，今後必要

（ ）
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わ り に

政府・行政階

置を占めていく

うに財源の豊か

いる役割は大き

で県レベルとの

にしろ，行政区

層の改革の実施が見込まれる

のか。郷鎮政府の役割は地

な地域では，地元の社会福祉

い。しかし，財源の乏しい地

関係が密接である中で，その

画を整理し，行政機構をリス

中で，今後郷鎮政府は地方政

域によりかなり格差が生じて

，経済発展に積極的に取組ん

域ではその果たす役割は小さ

存在意義が問われる状況にあ

トラするだけではなく，行政

府の中でどのような位

いる。上海市 鎮のよ

でおり，その果たして

く，権限と責任が曖昧

るといえよう。いずれ

階層全体をも含めた合

理化を行わなけ

制度化が進まな

は大きな困難を

までには至って

財政収入の配分

が必要であろう

明確化すること

で対応して行く

れば，基層レベルに至るまで

ければ，財源の分散化は解消

伴うだろう。現在は都市化に

いないが，地方財政制度を規

を明確にしなければならない

。その上で各政府レベルの財

が重要である。そしてその上

システムを確立しなければな

の地方財政制度の確立は難し

されず，現在中国が取り組ん

重点が置かれ，全体的な政府

範化，制度化して行くには，

し，それにはまず行政階層を

政責任の配分を行い，それに

で財政収入が不足する地域に

らない。政府階層の再編は，

いと考える。そして，

でいる地域間協調発展

階層の再編に着手する

あいまいな行政権限と

見直し，再編すること

見合った収入の配分を

対し財政移転制度など

不均衡経済発展から調

和の取れた発展

また遅れた内陸

） 本論文

発表の部

） 中国の

へと方向転換しようとする中

部地域を支援するための財政

は博士学位申請論文（「中国の財

分を中心に加筆・修正し，まとめ

財政制度改革の変遷については拙

国にとって，伝統的な都市―

資金を確保するためにも重要

注

政制度改革―経済発展と財政」

たものである。

稿（ ， ）で詳しく分析

農村二元構造を改革し，

な鍵となるだろう。

年３月学位取得）の未

を行っている。

） 地方

） 各種付

種費用な

スなど多

） 郷鎮政

） 樊麗明

） 何成軍

） 農村合

人民公社

予算外資金規範化管理研究 課題

加税，事業性収入，郷鎮企業から

どで構成される収入で，支出はイ

岐に渡る。

府財政については拙稿（ ）で

・李齊雲等著（ ）， 頁。

（ ）， 頁。

作基金会は農民の出資で設立され

が解体し，個別経営となった農家

組（ ）。

の上納利潤・費用徴収，土地使

ンフラ整備，企業支援，農業支

詳しく分析を行っている。

た信用組合的組織で， 年代後

や郷鎮企業の経営をサポートす

用費，農民から徴収する各

援，行政職員給与・ボーナ

半に相次いで設立された。

るために合作社（農産物と

農業生産

の取組み

なったの

省 郷で

元近くの

後も返済

（ ））。

財の購入・販売，機械・施設の共

が強化されたが，実質的な成果が

である。しかし，その経営は思わ

は 年に営業停止となったが

回収不能金を抱え，上級政府より

しきれていない上に，上級政府

同利用，農村金融などの分野に

あがらないため，合作基金会が

しくなく，相次いで営業停止と

，政府は営業停止時， 万元余

資金を借りて，農民に対する掛

への借入金返済に悩まされるこ

おける協同組合的組織）へ

相次いで設立されることと

なっている。例えば，湖北

りの掛け金の返済と 万

け金返済を行ったが，その

ととなっている（張暁冰

（ ）



） 付光

）

） 加藤

中国の財政制

明・黄正林・沈亜林（ ），

（ ）， 頁。

度改革と政府階層再編（高屋）

頁。

（ 年８月 日）。

） 黄麗

を，

留，

とし，

）

） 例え

されて

取消後

） 各地

敏（ ）は 年以降を農民負

税金， 地方附加税， 農産物

その他社会負担， 義務労働等

広義の農民負担でとらえた農民

年第 期全国人民代表大会第１

ば先程の湖北省 郷では，

いる。その収入減を補うため

の補助として 万元が移転さ

生産量により計算された税額，

担の法制化時期と分類している

の契約販売による潜在的負担，

に分類し， を広義の農民負

の実質的総負担率は ％以上と計

次会議「政府工作報告」。

年より税費改革を実施しており

郷に対し，郷鎮統籌取消後の補

れた（張暁冰（ ）， 頁）。

価格により計算された税額と改革

（６頁）。また農民負担の種類

郷鎮への統籌費， 村への提

担， を狭義の農民負担

算している（ ， 頁）。

，郷鎮統籌や村提留が取り消

助として 万元，村提留

後の税率により計算された税

額によ

） 五保

して，

教育・

となっ

）

）『日

） 同上

） 齊義

って確定された農業税増収数。

戸制度は，農村における貧困者

集団が５つの基本的な生活条件

埋葬であったが，経済改革によ

た。未成年者には義務教育も含

本経済新聞』 年７月 日。

。

虎（ ）。

（老人，病弱者，孤児，身体障害

を保障する制度。５つの基本的生

る農村の変化によって，食と燃料

まれる。

者などで就労困難な者）に対

活条件は食・衣・燃料供給・

・衣・住・医療と介護・埋葬

（ 年８月 日）。

） 以下

） 葛剣

年

して度

） 樊綱

） 唐亮

） 例え

部は街

地区の変遷や市轄県体制などに

雄（ ）によると譚其驤は歴

に民政部が開いた行政区画学術

々議論されている。

（ ）， 頁。

（ ）。

ば上海市では，上海市の下に市

道），地方政府階層は３階層（中
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しかも，郷鎮レベルで都市化

が進め
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地域で

まとな

天児 ，石

加藤弘之

ば，街道弁事処を設置して出先

省―地区・地級市―県・県級市

いるので，現在出先機関化する

街道弁事処を設置し，出先機関

り，地域によって階層数が異な

原享一，朱建栄，辻康吾，菱田
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機関化し，２階層に簡素化するこ
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